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ドイツの監査役監査と決算監査士
監査の関係
? ?
龍 芳
はじめに
ドイツにおいては，株式会社の監査に関して，すでに古くより，取締役に
対する監査機関として，一方に監査役会 (Aufsichtsrat)があり，他方に決
算監査士 (AbschluBpriifer)が存することは周知の通りである。 このこと
は，わが国の商法監査制度において，監査役と会計監査人が並存しているの
と類似している。
最近， ドイツにおいては，監査役会による株式会社の監査と，決算監査士
(1) 
による株式法決算監査との関係を論じた文献がとみに目立ってきている。そ
こで，株式会社における，この二つの異った監査機関の相互関係を監査理論
(2) 
の立場からどのようにみているかについて，フライリンクの論考を中心にし
(1) Wirtschaftspriifung heute: Entwicklung oder Reform? Herausgeber Busse 
von Colbe, Walther, und Lutter, Marcus, 1977; 
Neuorientierung des Wirtschaftspriiferberufs?, in: BFuP, 1976, Heft 2, 
s. 93-219; 
Aufgaben und Verantwortung des Aufsichtsrats, in: BFuP, 1977, Heft 
6, s. 489-556. 
(2) Freiling, Claus, Zur -Oberwachung der Aktiengesellschaft durch Auf-
sichtsrat und Abschlul3priifer, in: zfbf, 1978, Heft 10•11. S. 703-715. 
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ながら紹介してみたい。
ところで， ドイツでは， 1930年頃より， 監督 (Oberwachung)， 監査
(Prilfung, Revision)， 管理 (Kontrolle)等の用語を周って概念論争が行
われてきた。論者によってそれぞれ異った見解もあり，必ずしも一定してい
るとは言い難いけれど，範疇としては監督の方が監査よりも広い，もしくは
(3) 
上位概念として用いられているのが定説であり，フライリンクも，このよう
な前提にたって論を展開している。
さて，一般的に，監査とは監査客休 (Priifungsobjekt)が監査規則 (Pru-
fungsregel)に一致しているかどうかにつき，監査判断 (Priifungsurteil)
(4) 
を求めて，監査主休 (Priifungssubjekt)が行う活動である， と言われてい
るが，フライリンクは，監督概念を定義するに当って，この監査に関する定
義を援用して，「監督とは，監督対象が監督規範 (tiberwachungsnorm)に
一致しているかどうかにつき， 立証を求めて， 監督担当者が行う活動であ
(5) 
る」と定義している。
(3) 当該概念論争については次の拙稿に詳しいので参照されたい。「ドイツにおけ
る管理統制の諸概念について（上），（下）」関西大学商学論集昭和45年6月号お
よび10月号。なお，法において使用されている，監査と監督の概念は，監査理論
において取り扱われるそれらの概念と必ずしも一致しているとはいえない点は注
意を要する。法律規定によれば，それは規範的性格が強く，とくに権利と義務の
確定や限界づけに役立つ使い方である。他方，監査理論上で取り扱われる概念は
その企業のおかれた法律上の監査事情を理解し，説明できるとともに，監査及び
監督の目的に応じて役立つ概念でなければならないと考えられている (Selchert,
Friedrich W., Begriff und Proze.B betriebswitschaftlicher Prilfungen, in: 
ZfbF, 1978, S. 126, 127.）。
(4) Selchert, Friedrich W., Begriff und Proze.B betriebswirtschaftlicher 
Prilfungen, in: ZfbF, 1978, S. 127 f. 
Leffson, Ulrich., Das wirtschaftliche Prllfungswesen im System der 
allgemeine_n Betriebswirtschaftslehre, in : Wpg. 1969, S. 394 f. 
Egner, Henning, Zurn wissenschaftlichen Programm der betriebswirtschaft-
lichen Programm der betriebswirtschaftlichen Prilfungslehre, in: ZfbF. 
1970, s. 771 f. 
(5) Freiling, claus, a. a. O;, S. 703. 
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さて，企業経営が活動を行うに当って，それを担当する階層を二つに分け
ると， 一つは承認審級 (Entscheidungsinstanz)であり， 他は監督審級
(Oberwachungsinstanz)である。 まず， 最初に業務についての意思決定
がなされると，その結果，．実現した業務過程を監督審級が批判を下す。監督
審級による監督経過を経て監督結果をうると，その結果を受けて，承駆審級
が再び意思決定＝裁可 (Sanktionen)を下すというように． 意思決定行為
と監査行為は交互・に繰返して行れる。このうちの，監督審級としてとらえら
れるのが，監査役，会計監査士および内部監査人である。
そこで，フライリンクは，監査役による監督と決算監査士による監督の特
長を理解するために， 二者の相異を， それらの機構と機能上から検討を加
ぇ，それぞれの監督形式がどのような目的を持ち，また，相互にどのような
関係にあるかを比較する。なお， ドイツの監査理論において，監督審級と承
謁審級とい＇ぅ，二つの異った立場の審級を対比的に論ぜられる理由は，結論
を先きどりすることにつながるのではあるが，決算監査士が純粋に監督審級
に属するという性格を持っているのとは異なって，監査役の任務が，この二
つの審級（監督審級の役割と同時に承隠審級の役割をも荷なうという）にま
たがっていることに由来するからである。
ー 監査役と決算監査士の機構上の差異
株式会社の監督審級は，監査役と決算監査士の二階層に分けられる。そし
て，両者の相異は制度的構成に硯れている。監査役は株主総会によって選出
されるが，一部については経営参加制度によって，被用者乙グループからも派
遣されるのである。 その任期は数期に亘り， 一部は自ら監査委員会を結成
し，監督活動としては取締役会議に出席し，または，取締の業務執行をたえ
ず監視するところの恒常機関である。また，この監査役会を構成する各役員
は，それぞれ異なった利害の立場に立ち，異なった意見を有することがあっ
ても，最終的な監査結果については，監査役会としての見解一致という共同
の判断形成に到達するために力を合せて協議を行う多頭委員会である。硯実
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には，監査役員の職務は，兼業によって営まれるのが普通のようである。
他方，決算監査士は株主総会により選出される点では監査役と同じである
が，毎年，新たに職務を更新される点で監査役と異なる。その監査活動は，
会計を対象とするところの，年一度の決算監査である。また，監査役が共同
して判断を形成していくのと比較すると，決算監査士の場合は，判断形成と
それに伴う責任は， 監査を実施し， 監査証明を与えるべき会計監査士とい
ぅ， その人的資格に専らおかれており， その職務は， 監査役の兼業と異な
り，主たる業務として成り立っている。
ところで，決算監査士の活動は，一定の機会と一定の時間の制限の下で，
集中的に実施される監査活動であるといえる’。これに比べると，監査役の活
動は，企業のたえざる展開に応じて，会社業務と時間的に密着した形で情報
の提供に接することのできる継続的な監督活動である。したがって，監査役
は，監督を継続することによってえられるような，業務全般に亘る監査資料
を，いつでも入手することが容易である。そのような資料を素材として，監
査役は合議を重ねることで均衡をはかり決定をすることができるのである。
監査役は，さらに特別の監督任務を付与した委員会を構成し常時活動を行な
(6) 
うというのが，実践上，一つの慣行となっている。
二外部監査と内部監査の区別
ドイツにおける監査理論においては，内部監査と外部監査とを区別する判
断基準の一つに，監査が企業従属者により実施されるかどうか，いいかえれ
(7) 
ば，監査人が企業指揮者の指揮権の下にあるかどうかに求める場合がある。
この企業への従属関係の有無からみて監査役およぴ決算監査士は，ともに外
部監督者とする見解である。監査役構成員は監査役会全体として機能するの
(6) Wiistemann, Gerd, Priifungsausschiisse des Aufsichtsrates, in : WPg, 
1971, s. 37 f. 
(7) Sieben, Gunter, und Bretzke, Wolf-Riidiger, Zur Typologie betriebs— 
wirtschaftlicher Priifungssysteme, in: BFuP, 1973, S. 628, 629. 
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であり，決算監査士と同じように，企業に従属するものではなく，また，こ
れら両者の監督機能は取締役の指揮権限により生じたものではないからであ
る。
他方，監査役および決算監査士は，法的にみれば，両者とも株式会社の機
関とみなされる見解もあり，これによれば，監査役も決算監査士もともに内
(8) 
部監督者となる。さらに，他の一つの見解にしたがえば，監査役は内部監督
者であり，決算監査士は外部監督者となる。企業との委任関係からみると，両
者の監督活動は全く別個の観点からとらえられる。すなわち・監査役はその
職責上，企業，その従業員およびその株主の利益を保護することを目的とし
て企業に尽くす立場にあることから，その行為は内部監督に属するとの説で
(9) 
ある。これに反し，決算監査士には，独立婢への要請，被監査企業との間の
(10) 
一定の距離の保持，会計規定遵守についての「妥協なき」 (kompr~~i.Blose)
(11) 
態度などが厳然として求められている点で外部監督に属するという。
さらに，企業活動を経営経済的観点から考察する場合，統一的かつ企業内
的構造の一環として監督機構が組み込まれているかどうかによって，内部・
外部を区分することができる。株式会社独自の構造としての諸機関の関係を
みれば，株主総会が株式会社のトップに位する最高機関である。この場合，
監査役は株主総会よりその法的権能にしたがって監督職能を与えられた株式
(12) ・ 
会社の内部機関である。これは，あたかも会社内部に取締役によって設置さ
(8) Miiller-Froelich, Peter, 1st der AbschluBpriifer ein Organ der Aktien-
gesellschaft?, in: WP~, 1972, S. 545 ff.; Richter Martin, Die Stellung des 
AbschluBprlifers im Entscheidun-gs-und KontrollprozeB der Aktiengesell-
schaft, in : Die Betriebswirtschaft 1978, S. 23. 
(9) Semler, Johannes, Schwerpunkte der Unternehmensaufsicht durch den 
Aufsichtsrat', in: BFuP, 1977, S. 521. 
(10) Schuler, Klaus, Die Abgrenzung der Funktionen Von Aufsichtsrat und 
AbschluBprlifer in Aktiengesellschaften, in: DB, 1974, S. 1849. 
(11) Sieben, Giinter, und Bretzke, Wolf-Riidiger, a. a. 0., S. 628, 629. 
(12) Goetzke, Wolfgang, Grundmodelle wirtschaftlicher Kontrolle und 
aktienrechtliche JahresabschluBpriifung, in: BFuP, 1976, S. 169. 
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れた監査部門が内部機関であると考えられるのと同じく，監査役もまた，株
(13) 
主総会によって設定された内部監督者とみなされるわけである。以上のよう
な分析と吟味を経て，フライリンクは，決算監査士を外部監督審級，監査役
を内部監督審級と位置づけて，株式会社の監督活動を総合的な立場から統一
(14) 
的に考察しようとするのである。
三監督と意思決定との関係
年度決算書の作成に当って，決算監査士は会社側と協働しないのが立法の
趣旨である。会計に関連した事項で問題点が生じた場合，決算監査士と会社
とは協力して同一見解に到達するよう相互に努力をするが，その場合であっ
ても，年度決算書作成に当っての意思決定とそれに関する責任は会社側に保
留されている。したがって，決算監査士が決算書作成に関与する過程におい
てその独立性が害なわれるような関与の仕方は許されない。そのため，決算
藍査士は，決算書作成に当っては，過程独立性を保持しうる範囲において会
社側に協力するが，この過程独立性が保持されているかどうかの判定は，個
々の具休的な問題ごとに，決算監査士の意思がどの程度会社側に影響を与え
(15) 
ているかによって定まるといえよう。決算書作成における会社側の意思決定
を基本的にくずすような決算監査士の意思決定がある場合には，それはもは
や監査の領域を越えるものと考えざるをえないのである。
しかし，一般的にいえば，決算監査士が取締役に対して意思決定過程に影
響を与えるような発言についてはとくに問題を生じない。これに反し，監査
役の監督の過程で生ずる監査役の発言に関しては，重要な問題を含まざるを
えないと考えられるのである。それは，監査役が監督義務を果す過程で，そ
の発言が取締役の意思決定過程にきわめて重大な影響を与える場合が多々生
ずるからである。取締役が業務執行を行うには，まづ最初に執行への意思決
(13) Goetzke, Wolfgang,.a. a. 0., S. 173. 
(14) Freiling, Claus, a. a. 0., S. 705, 706. 
(15) Freiling, Claus, a. a. 0., S. 706. 
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定がなされるが，その意思を決定するに当っては，取締役と監査役とが共同
して討議する場合が生ずる。この場合，取締役の意思決定に監査役の発言は
大きな影馨を与える。なぜならば，その場合の監査役の意見は，取締役の意
思決定の選択に対して，その回答を指示している程に大きな重みを備えてい
るからである。
しかしながら，以上のような場合に，監査役の発言が取締役の意思決定を
左右する程重要な影署を与えるにしても，監査役は，職責上は，あくまでも
取締役への助言者としての役割を果しているのであって，監査役が業務執行
(16) 
への意思決定者として直接に指令を発しているわけではない。
ところが，基本的に，監査役に業務執行の処置が委譲されることはないに
しても，株式法において「業務執行の処置は，監査役会に委譲されることは
できない。ただし，定款または監査役会は，特定の種類の行為が，その同意
をもってのみ行われることが許される旨定めることができる」（株式法第111
条第4項）と規定されているように，特定の種類の行為については，監査役
の意思が業務執行に重要な影響を与えることになる。このように，監査役会
決議を通じて，取締役業務のうちには，監査役の事実上の意思決定を要求す
るごとき同意義務を必要とするものが含まれているのである。
このような場合には，監査役は，直接ではないにしても，取締役の意思を
十分に左右することができることになるのである。したがって，監査役は！
監督審級であると同時に，場合によっては承認審級ともなりうるのである
から，この点において，純粋に監督審級としての役割のみをもつ決算監査
士とは，その性格が異なるのである。決算監査士の立場は， 明らかに，「過
程独立的」 (prozeBunabhiingig) であるため， 取締役の意思決定に直接踏
みこむことはないが，監査役の監督活動は「過程密着的」 (prozeBniihe)で
あるから，取締役の意思決定を左右することが考えられる。とくに，監査役
の同意を必要とする範囲は，監査役の判断によって決定される関係上，取締
(16) Gutenberg, Erich, Funktionswandel des Aufsichtsrates, in: ZfB, 1970, 
s. 5. 
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役業務執行権限の限界は明確でなくなり，監査役は監督機能のみならず，意
C17) 
思決定機能をも究極的には保持しているということになるのである。
四監査役と決算監査士の監督機能
株式法によれば，決算監査士は，年度決算書，簿記および営業報告書を監
査の対象とし，他方，監査役は，年度決算書，営業報告書および利益処分案
を監査の対象としている。したがって，取締役の作成した営業に係わる一切
の文書類および年度決算書が表示する会社状況は，決算監査士ならぴに監査
役両者にとって共通の監査対象となるのである。
株式法の定めるところによれば，決算監査士の監査目標は，年度決算書に
関する合法性および合定款性遵守についての確認を与えることにあるが，他
方，監査役による年度決算書の監査については，この点に関しなんらの規範
(18) 
的規定は見当らない。このように，決算監査士に対しては，上記のような法
的規範が定め・られているのに反して，監査役に対してはこの種の規制的文言
が存在していない。その理由は，一般的見解によれば，監査役には監督に関
し極めて広汎な権限が認められているため，敢えて限定的な準拠基準を設け
なくても支障はないと考えられているところにある。したがって，年度決算
書の合法性および合定款性監査の施行は，決算監査士に対してのみならず，
監査役に対しても，当然に求められる任務に属するものであると理解されて
(19) 
いる。株式会社会計の秩序性は，したがって，決算監査士およぴ監査役の両
者により，同一の監査対象として，同一の監査規範に基き監査されることに
なる。
つぎに，上記の年度決算書の監査とは別に，監査役にはつぎのような取締
役の業務に対する監督義務が課せられている。株式法は，「監査役会は，業
(17) Freiling, Clau~. a. a. 0., S. 706. 
(18) Adler/Diiring/Schmaltz, Rechnungslegung und Priifung der Aktiengesell-
schaft, 4. Aufl. 1971, §171 Anm. 8. 
(19) Adler/Diiring/Schmaltz, a. a. 0., §171 Anm. 9, 
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務執行を監視しなければならない」（株式法第111条第1項）と規定してい
る。し・たがって，監査役には，会社の「経営事情」 (wirtschaftlicheVer-
hiiltnisse)についての監査ならびに取締役による業務執行処置の合目的性
(20) 
と経済性についての監督が義務づけられている。この業務執行の監督は，勿
論，決算監査士の監査対象に属するものではなく，監査役にとっての独自な
監督領域を形成するものである。
さて，年度決算監査においては，その監査対象や監査規範は，職業団体の
長年の努力を通じて，より詳細にして具体的に規則化され発展をみてきたの
ではあるが，経営事情の監査およぴ業務執行の監督に関する監査対象と監査
規範の統一化と具体化については，•その実現が困難であるため，法において
も規範的指示はみいだされない。けだし，株式法（第90条）においては，そ
こに取締役から監査役への報告事項が定められているため，この規定から，
監査役の任務は，取締役の行う報告事項に対する監督として生じてくると理
解することができるのである。
そこで，法定された，監査役に対して行う取締役の報告事項を挙げてみれ
ば，つぎのようなものがある。すなわち，計画された営業政策，業務執行に
関する基本的問題，会社の収益性，営業の成行，会社の状況，収益性と流動
性に著しい影響を与える取引およびその他重要な事由に基く取引などであ
る。このことから，上記のような重要事項に関しては，いつでも取締役から
報告を受ける権限を監査役は与えられている。そのため，積極的には業務執
行への具休的監査規範に関する法定化はみられないけれども，監査役には，
これらの事項に関する監督義務が当然発生していると考えることができるの
である。
監査役の監督対象は，したがって，取締役が実施しようとする，または実
施した目的設定，計画ぉよびその結果としての実現行為を含んだ全般的な経
(20) Ader/Diiring/Schmaltz, a. a. 0., §162 Anm. 80, 81; Biener, Herbert, 
Die 0-berwachung der Geschaftsfilhrung durch den Aufsichtsrat, in : BFuP, 
1977, s. 489 f. 
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営活動である。 したがって ......のような取締役の経営活動の監督に当って
は，どこに重点をおき，その限界を設定し，どのように選択して実施するか
(21) 
は，監査役の誠実な判断にゆだねられることになるのである。監督規範の形
成という点に関しては，監督対象が，企業ごとに個別化されており，かつ特
殊性をもっているため，これを一般化し，客体化して有効な規則を定めるこ
(22) 
とは殆んど不可能であるといえよう。
したがって，監督規範というものは，個々の具体的な問題ごとに，監査役
個人に課せられた注意義務を遵守することによって適切につくりあげられて
(23) 
いくものである。このようにして経営事情の監査および業務執行の監督に関
する規範は，個々の監査役員の誠実な判断にまかせられることになる。した
がって， また， 監督対象および監査判定の基礎となる標準の設定について
(24) 
も，その誠実な判断にゆだねられることになろう。
さらに，監査役の監督対象になるものとしてつぎのような事項がある。そ
れは，取締役の業務執行の監督ないしは会社状況の監査を行う際に，監査役
が会社の存立または発展を阻害するかもしれないような事実の発見に気を配
らねばならないことである。起りうるかもしれない会社存立の危機や発展へ
の阻害に関しての必要な知識は，取締役の報告書の中に多く発見できるのが
通常であるから，監査役は，取締役報告書を検討するに当り十分の気配りを
しなければならない。また，危機の徴侯が駆められる場合には，監査役は解
説請求権を行使して取締役から実態の情報を，いつでも直接に求めることが
大切である。
(21) Freiling, Claus, a. a. 0., S. 707. 
(22) ・ Sieben, Giinter, und Bretzke, Wolf-Riidiger, und Raulwing, Helmut, 
Zur Problematik einer Pri.ifung von Managementleistungen, in: BFuP, 
1976, s. 181 f. 
(23) Meiner, Albert, und Budde, Wolfgang Dieter, Rechte, Pflichten und 
Verantwortlichkeit des Aufsicht如ateseiner Aktiengesellschaft, in : DB, 
1974, s. 1272. 
(24) Semler, Johannes, a. a. 0., S. 521 f. 
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最後に，取締役の行為が法およぴ定款の定めに遮反していないかどうかの
監督も監査役の任務である。一般的には，会社に対する取締役の権利義務
は，定款や会社との契約に基いて定められている。したがって，取締役の行
為が法に合致しているかどうかは上記のごとき約定が守られているかどうか
によって判断される。
さて，以上述べたように，監査役による監督範囲は，年度決算書の合法性
監査，業務執行の監督，会社存立の危機への監視および取締役の法律遮反行
為の監視など極めて広汎に亘るものである。これに比較すると，決算監査士
の監査範囲は，上記の監査役の監督の種類のうち，年度決算書の監査のみに
限られている。しかしながら，決算監査士にも助言義務が課せられている関
係上，企業の存立の危機あるいは発展の阻害を認めたり，取締役の重大な法
律遣反または定款遮反を発見した場合には，この点について沈黙することは
許されていない。決算監査士が，以上のような会社状況，存立の危機や発展
の阻害およぴ法律遮反を発見した場合には，会社に対する誠実義務履行とい
う立場から，その必要と程度に応じて，監査役に対して直ちに報告しなけれ
ばならないのである。
五監督の実施方法
つぎに，監査役と決算監査士の監督業務の実施方法について比較してみた
い。
まづ，決算監査士が法定監査を実施する場合には，財産・帳薄およぴ証憑
(25) 
書類の監査に関しては，一般に認められた原則が形成されてきている。それ
に比べて，監査役の監査実施については，決算監査に関する実施原則は現在
のところ， まだ形成されるに到っていない。文献によれば， 一部において
は，監査役は，決算監査士の作成した監査報告書（内部用）を注意深く批判
(25) Z. B. Gundsiitze ordnungsmiiigBer Durchfiihrung von AlschluBpriifungen, 
Fachgutachten 1/1977 des IdW; Kicherer, Hans Peter, Grundsiitze ord-
nungsmiiBiger ・ AbschluBpriifung, 1970, S. 147 f. 
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的に読むことでその職責を果すことができるという解釈があり，また，他の
一部においては，それだけでは十分とされず，自ら，会社の財産と帳簿を監
(26) 
査すべき義務があるとみなされている。
株式法の規定（第162条第1項，第171条第1項）によれば，年度決算書作
成の基礎である簿記の秩序性 (OrdnungsmiiBigkeit)についての監査は，
決算監査士の監査対象とされてはいるが，監査役の監査対象とはされていな
い。法の規定（第171条第2項および第3項）によれば， 監査役は， 決算監
査士の実施した監査の結果を受領して，これに対し意見を述べることとされ
ている。このことから結論すれば，監査役による決算監査は，決算監査士に
よる場合と同類の監査活動を期待されているとは解釈されない。この考え方
にたつならば，ここには，二つの異なった監督審級に基く階層的に分業され
(27) 
た監督 (einearbeitsteilig gestufte -Oberwachung durch zwei -Ober-
wachungsinstanzen)の概念が考えられる。すなわち，監査役と決算監査士
はそれぞれ独自で異なった監査方法を使用するものと理解される。したがっ
て，一般的な解釈によれば，決算監査士は，監査諸資料を自らの手によって
直接入手し監査を実施するのであるが，監査役は，監査資料を間接的に把握
しているだけであって，通常の場合は，決算監査士が確定した監査結果に基
き，それが信頼に価するかどうかを十分に納得した上で，彼独自の判定を下
すことになるのである。
けだし監査役による監査の方法は，実践上，取締役報告書を分析し，それ
を評価することを通して行われることは上述の通りであるが，株式法（第11
1条第2項）にもあるように， 事実の調査を必要＇とするような場合には，会
社の財産・帳簿および書類を，いつでも，自らの手によって監査することも
(26) Richter, Martin, a. a. 0., S 25 ff.; Adler/Diiring/Schmaltz, a. a. 0., §171 
Anm. 9-12. 
(27) Freiling, Claus, a. a. O., S. 709.；なおSieben,Giinter, Formaltestat oder 
皿ateriellePriifung, in: Wirtschaftspriifung heute:..., S. 66,においては
「arbeitsteiliggedachten Kontrollsystem zwischen Aufsichtsrat und Wir-
tschaftspriifer」を使用している。
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あれば，他の専門家を通じて監査せしめることもできる。しかし，このよう
(28) 
な監査方法は，実践上，殆んど行われていないといわれている。
このように，監査役の行なう監査業務は，監査技術としては，間接的な監
査方法と手続監査（決算監査士の監査手続の適否の調査） （indirekte Priif-
ungsmethode und Verfahrenspriifung)の結合したものであると考えるこ
(29) 
とができる。それは，あたかも，決算監査士と内部監査部門がそれぞれ実施
する監査方法の関係に類似している。監査技術からみれば，決算監査士によ
り行われる監査は，内部監査部門の行なった監査結果を土台として展開され
る。このような，決算監査士と内部監査部門が結合することによって，企業
内部の監査制度が秩序をもった総括体として保証され，総合的な監督システ
ムの形成が完徹される。この監督システムは，さらに，決算監査士によって
先行的に実施された監査結果を，監査役が利用することで，より効果的にし
て統一化された監督システムとなる。
つぎに，先に述べた，監査役に独自の監督対象である，経営事情の監査な
らぴに取締役の業務執行の監督については， 今のところ， 「監査役による正
規の監督原則」なるものはまだ確立していない。一般的には，監査役の監督
の性質やその範囲について不確定要素が多いために，監督対象や監督規範に
(30) 
関し，効果ある規定の策定は困難であるとの主張がなされている。
このように，決算監査士の監査には一定の目的にしたがって，監査技術を
組織的に駆使し，監査要点を把握していくところに，その特長がみいだされ
るのであるが，それに比べて，監査役の監督においては，決算監査であれ，
業務監督活動であれ，決算監査士が行なう程の，綿密な監査技術を使用する
ことはなく，常に概略的な方法が用いられている。監査役と決算監査士によ
(28) Freiling, Claus, a. a. 0., S. 710. 
(29) Wp-Handbuch 1977, S. 1026 f.; Adler/Diiring/Schmaltz, a. a. 0., §162 
Anm, 127, 128 und 161. 
(30) Freiling, Claus, a. a. 0., S. 710.；けだし， Potthoff, Erich, Dreigliedrige 
伽 erwachungder Gechii.ftsfuhrung, in: DB, 1976, S. 1780. のように，監
督規範が確立できることに楽観的な見解もみられる。
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る監督は，分業化され，階層化された監査過程を通じての，相互に補充しな
がら異なった監査方法 (sichgegenseitig erglinzende unterschiedliche 
Priifungsmethoden)の組合せ (Kombination)からなるものと考えられて
ぃ訂
六監督結果の開示
さて，決算監査士により実施された決算監査の結果は，一方では，取締役
および監査役に対して提出される監査報告書と，株主総会および一般公共向
けに公開される監査証明書において示される。
ついで，監査役による監査結果は，つぎのような形式にしたがって明示さ
れる。まず，監査役は，監査役報告書において，年度決算書についての自ら
の監査結果および業務執行の監督の方法および範囲について，株主総会に対
し報告するとともに，さらに，決算監査士が実施した年度決算書の監査結果
について意見を述べ，監査役が自ら実施した監査の終局的結果に基いて異議
が生じなかったかどうか，その結果として，当該年度決算書を是腿するかど
うかを表明しなければならない。 この場合， 監査役のなす監査報告として
は，もし，決算監査士による監査結果について賛意を示すものであれば，詳
細な説明を必要とせず，単に，その監査結果に同意した旨を述べることで十
(32) 
分であるとされている。
つぎに，経営事情の監査と取締役業務執行の監督については監査役による
監査結果の表硯方式には何らの規定も有していない。株主総会に対し，監査
役による監督の方法と範囲のみを報告すればよいのである。慣行としては，
取締役の業務執行に関して．全般としての評価を与えるような監督結果の報
告を行う必要はなくて，通常は，もし問題があれば，個別的なその対象ごと
に，取締役からなされた報告を採り上げ，それに対する意見を表明すること
になるのである。
(31) Freiling, Claus, a. a. 0., S. 710. 
(32) Freiling, Claus, a. a. 0., S. 71. 
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したがって，決算監査については，監査役により特別に異論が唱えられる
ようなことがなければ，多くの場合，決算監査士による監査結果が，年度決
算書への「総括的評価」を示したものと認められることになるのである。他
方， 監査役によって実施された経営事情の監査および業務執行の監督結果
は，上記の「総括的な評価」としての監査結果の中に採り入れられるのでは
なく，別個に，対象ごとに，あるいは目的ごとに，個別的な判断に基いて取
締役に対し示されるものとなるのである。
七監査役の監督結果にともなう効果
監査が行われると，その監査の結果を受けて，意思決定を行なう側には，
業務執行についての改良措置や，承認についての適切な判定を下すことを可
能にする。監督組織の有効性は，意思決定機構が監査結果とどのように結び
(33) 
つけられているかによってきまってくる。監査の結果としてもたらされた判
断に対し，意思決定機構が直ちに反応を示すことがないような場合には，監
督組織は有効に機能しないことになるし，その逆に，監査判断，とくに，そ
れが否定的な結果を示しているような場合，直ちに，それに対して意思決定
機構が反応を示して改良措置が施され，あるいは承認の方式に変更を加える
ような措置が容易に施されるようであるならば，監督機構は有効に機能して
いると考えられるであろう。
ここで， まず， 決算監査の結果について述ぺてみよう。 さて，決算監査
は，決算監査士と監査役の両者によって実施されることは，すでに述べた通
りであるが，その監査結果について効果が自動的に派生するという保証はな
んらないということを，最初に明確にしておかなければならない。監査にお
いては，異議事項を発見した場合，例えば会計処理に重要な除外事項を発見
したときに，それに対し，監査結果として限定意見を述べなければならない
のは当然であるが，その結果としてただちに，取締役に対しそれの変更措置
(33) Goetzke, Wolfgang, a. a. 0., S. 153 f. 
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を命ずる権限がない点では， 決算監査士の場合であれ， 監査役の場合であ
れ，同断である。監査のもつ役割は助言指導が本質であり，会社管理の機構
が監督審級と承腿審級とに階層的に分離されていることに起因しているから
に他ならない。
株式法によれば，たとえ，決算監査士がその監査証明において，意見を限
定もしくは拒絶した場合であっても，もし，監査役がその年度決算書につい
て承認を与えれば，限定意見付または意見拒絶の年度決算書であっても確定
することとなる。また，決算監査士により監査をうけた年度決算書に対し
て，監査役が承認を与えない場合には，年度決算書の確定は株主総会に委ね
られることになる。したがって，株主総会は，年度決算書について監査役が
承認を与えない場合であっても，自らの権限に基いてこれを確定することが
できるし，また，必要によっては，決算監査士に事後監査をなさして確定す
ることもできる（株式法第173条）のである。
つぎに，決算監査とは異なる，監査役による経営事情の監査と業務執行の
監督に関してはどうであろうか。この場合もまた，決算監査と同様に，監査
の結果として，効果が自働的に派生するというものではない。監査役が具体
的な監査対象に対して，監督上否定的な意見を述べた場合であっても，それ
はやはり，監督審級の立場にたっての見解の表明，すなわち，助言を与えた
ものであって，それが直ちに，取締役に対して，業務執行の変更措置を強制
しうる効果を有するものではない。
しかしながら，決算監査士の場合と異なって，監査役の場合には，監査上
の異議が生じると，そのような異議事項に関して重要な影響を取締役に与え
ることができるということである。このような監査結果を踏まえて，将来さ
らに監督活動を強化することも可能であり，あるいは，同意業務の範囲を拡
大することにより，取締役の権限範囲を縮少させることもできるし，また取
締役の報酬を削限させ，場合によっては，取締役に対する損害賠償請求権を
行使することができるし，会社の福祉にとって重要と認められるときには，
株主総会の紹集を可能にするし，最後に，重要な事由（重大な義務遮反，正
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規の業務執行のための無能力，総会による信任剥奪など）がある場合には，
取締役を解任することも可能である。また，株主総会においては，監査役の
監督結果に基いて，取締役の責任解除を拒否するという制裁機能 (Sanktio-
(34) 
nsmoglichkeit)を果すこともできるのである。
さて，このような監査役の強大な監督権限の在り方は，一つの，完全に効
果をもたらす意思決定行為であると考えることができる。いわば，意思決定
が監督結果とその効果において密着しあっている姿である，いいかえれば監
督審級である監査役は，同時に承駆審級としての役割もそなえているといえ
る。決算監査士による監査の場合には，もし異議事項が発生すれば，このこ
とを指摘した監督審級の後をうけて，これと独立した取締役という承隠審級
が，しかるぺき変更その他の意思決定を行うのであるが，監査役による業務
執行の監督については，監査役自らが誠実な判断に基いて監督活動を行なう
（監督審級の役割）のは当然ながら，その活動から結論をもひきだすととも
に， さらにその結論に基いて意思決定の方向づけを与える （承認審級の役
割）ものと考えることができる。このように，監査役は，本来的には監督審
級ではあるが，渚在的に承認審級ともなりうるのである。ただ，通常の業務
過程においては，広汎な業務執行権はあくまでも取締役に保有されているも
のであって，それを一層効果的ならしめるためにこそ，監査役の存在意義が
(35) 
あるのである。予防的な見地から間接的な立場にたって，企業全般に亘る意
思決定形成を援助すべき役割こそ監査役に与えられた任務だといえよう。
八 監査役監査と決算士監査の特徴
さて，ここで，以上に述べてきたドイツにおける監査役と決算監査士によ
る監督について，その特徴を整理してみたい。
まづ最初に， 決算監査士による監査活動についてその特色を述べてみよ
う。監査業務の時間的配分という観点に立って考える場合，経営活動の結果
（糾） Freiling,Claus, a. a. 0., S. 712. 
(35) Freiling, Claus, a. a. 0., S. 712. 
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を示す会計記録についての監査手続は，必ずしも，監査担当者の継続的な活
動を必要とするものではない。年度決算書は，取締役の一営業期間における
業務執行の結果に対し責任解除を求める総括的な業績報告書であることか
ら，会計の監査は，必然的に爾後的な性格を持つものであり，その故に，年
に一度行われることで十分にその機能を果すことができる。日常業務に対し
一定の時間的距離を置くことが監査にとって不利益な結果をもたらすのでは
なく，むしろ，そのことによって，被監査事項へのより十全な判定を下す余
地が与えられるといえる。
つぎに，監査機構上における特色を求めるならば，決算監査士は，外部の，
そして過程独立性を保持する機関であって，そのことが，監査の前提として
の決算監査士の公乎不偏性を保証することとなり，その結果，公の信頼性を
かちとることが可能となるのである。また，監査活動の内容やその専門的知
識という観点からみるならば，決算監査士は，自己責任と主要業務の原則に
支えられた職業実践 (alleinverantwortlicheund hauptamtliche Berufs-
ausiibung)を行うべく義務づけられており，さらに，決算監査士としての特
定された人的資格の保有が前提されている。
決算監査士が行なった監査の結果は，監査証明書として公共に開示される
こととなるので，この監査結果には，客観性と公平性とが十分に保証されて
いることが前提となる。証明を受けとる側としての一般公共と，証明を行な
う監査人との間に人的な直接的交流関係が存在しない点で，その保証は一つ
の確実性を提供する。 この関係から， 決算監査士による会計監査において
は，法によって強制されるべき監査対象と監査規範の確立が必要となるので
ある。しかも，このような監査実施の方法や監査報告の内容に関する客観的
な規範化は実践上十分その確立を可能にするものであるといえよう。
つぎに監査役による企業の経営事情の監査および取締役の業務執行の監督
についての特徴を述べてみたい。
取締役の業務執行は，常に，外部からの経済状況の変動や内部での経営状
況の変革によって大きな影響を受けつつ展開される， 業務政策の実行であ
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る。したがって，監査役の任務は，そのような，常に，経済的変動に左右さ
(36) 
れる全企業的進展に関する「実質的な」監督 ("materielle"-Oberwachung 
der gesamten Umternehmensentwicklung)を主眼とするものである。ま
た，監査役による監査手続は，経営に関する情報の集収についても，監督上
の活動についても，時間的に密着 (zeitnahe)しての，連続的な (kontinu-
ierlich)追跡を前提としてはじめて効果を挙げることができるのである。決
算監査士が年に一度の会計監査でその任を果すことができ，また，一年毎の
契約であっても，監査業務の遂行についてとくに重大な支障が生ずるとは考
えられないことと比較すれば，監査役が数期に亘って選任されるということ
には十分合理的な根拠が認められる。監査役が取締役との間に．人的に密接
な交流を築くことによって，たえざる日常の，あるいは重要な報告事項に接
(37) 
することが可能となるからである。
監査役による監督の課題は，その時の状況に応じた，企業業務の発生する
毎に設定されていくのが通常であるために，監督についての，監査対象，監
査規範およぴ監査結果に係る報告方式などが，具休的に規則化されることは
(38) 
極めて困難であると考えられている。取締役との間にたえざる情報交換の可
能性を有する状況の中にあっては，監査役のもつ助言機能は，全般的な立場
での総括的な助言というよりは，むしろその度ごとの，個々の業務執行に対
して向けられてこそ， その効力を迅速に発揮することができるし， その結
果，監査役の監督活動をより促進させうることとなろう。
監査役は監督を行う過程で．相反する二面的な性格を与えられている。一
つは，偏跛性をもってはならないという監査に本来的な公平不偏な立場を採
るとともに，他の一つは，会社への協力者としての，取締役に協同をすると
いう立場を採るという両面である。したがって，監査役の公平不偏性は，取
締役に対する助言の過程を経て，すなわち，会社への協力者としての立場に
(36) Freiling, Claus, a. a. 0., S. 713. 
(37) Freiling, Claus, a. a. 0., S. 713. 
(38) ・ Gutenberg, Erich, a. a. 0., S. 3 f. 
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おいて維持していかねばならぬという困難さを有するものである。このよう
にして，一方において，監雀役は監督という任務を通じて，取締役の業務執
行の結果を批判すると同時に，極端な場合には，同意義務を必要とする業務
の意思決定に直接介入することによって，取締役への指導的協同関係を保持
していくのである。
九両者の監督の相互関係
さて，決算監査士と監査役とは，その監督過程では，その重点の置きどこ
ろの異なる監督範囲を持っており，また，機構的にも，機能上も，異なる作
用を有するのではあるが， それにも拘らず， 両者は相互に補完しあうこと
で，監督の総合的遂行を果す結果，企業全体の立場からすれば，統括的な監
督機能を均衡的に完結させている。
監査役はどちらかといえば，企業の利害を代弁する形で行動しがちである
とともに， 会社情報を入手することの便宜さを持っていることからいって
も， ときに， 決算監査士の監査結果と異なる見解に達することが考えられ
る。年度決算書の重要性を考えれば，異なった立場からの検討が二重になさ
れることは，却ってよい結果をもたらす。そのため，監査役に対し年度決算
(39) 
書の合法性に関する監督責任を免除するのは妥当でない，と主張される。た
だ，両者がともに年度決算書の監査を行うといっても，そのかかわり方は，
仕事が二重に重なりあって同ーであることを意味するのではなく，両者の監
査範囲は，それぞれ分担業務的に組みたてられて運用されることが望ましい
のである。
決算監査士が監査を実施したことによって，監査役は，会計の秩序性につ
き詳細な解明を与えられる。分業に基く協業という形態を持った監督は，強
度のそれぞれ異なる監督技術を，相互に組合せることによって，全般的な監
督の完成に導くのである。この場合，決算監査士と監査役のそれぞれの分担
(39) Freiling, Claus, a. a. 0., S. 714. 
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業務的相互補完作業は，それぞれの責任を分割することを意味するのではな
く，これは，会計責任に対する，二重監督 (doppelteUberwachung)とみ
なされている。二個のそれぞれが，完全に責任を持った監査機関として，一
方は独立した外部の専門技能（決算監査士）と，他方は企業における日常業
務や出来事に精通した知識（監査役）とが同時に十分利用されることで，法
(40) 
により求められている高度の監督が保証されることになる。
ここに，監査役と決算監査士の両者による監督形式は，株式会社における
(41) 
「階層的に混合された一つの監督システムのそれぞれの部分」 (Teileeines 
gestuften vermaschten Oberwachungssystems der Aktiengesellschaft) 
を形作るものとなる。決算監査士を外部監督担当者とし，監査役を内部監督
担当者とすることで，株式会社の最高機間である株主総会は，全般的監督を
(42) 
完成することを予定した。同じような発想が，内部監査部門を利用して実施
される決算監査士による決算監査においても応用されている。すなわち，企
業内に取締役の責任において設置された内部監査システムは，決算監査に当
って，その効果性と監査結果を，外部の決算監査士によって評価され，利用
(43) 
されることで，階層的に混合された一つの監査システムを形成している。こ
れと同じ論理に基いて， 企業の内部監督を含めての決算監査士の監査結果
は，再び，監査役の決算監査の土台として評価され，利用されるのである。
おわりに
ドイツでは，最近，経営経済的監査理論の観点からする監査役の監督制度
についての論考が増えていることは頭初において指摘したとおりである。と
(40) Freiling, Claus, a. a. 0., S. 714. 
(41) Goetzke, Wolfgang, a. a. 0., S. 164 f. und 171 f.; Potthoff, Erich, a. 
a. 0., S. 177 f.に同様主旨の主張がみられる。
(42) Freiling, Claus, a. a0., S. 714. 
(43) Wp-Handbuch 1977, S. 1035, Priifung des internen Kontrollsystems als 
Grundsatz ordnungsm蒻igerDurchfiihrung von Abschlu/3priifunge11. 
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くに， 監査役と決算監査士による監査上の相互関係に係る論争が盛んであ
る。ここに採り上げたフライリンクもその一つとみなすことができる。フラ
イリンクは，この監査役と決算監査士による二つの監督形式を，株式会社制
度における統一休として総合されたものとみなしている。したがって，監査
の結果，年度決算書に何らかの欠陥が認められたこと（限定事項が生じたこ
と）を，両者がともに一致して確駆した場合には，統一体としての監督の当
然の帰結として， 当該欠陥箇所の訂正を取締役に求めることが建前となる
（しかし， 実際上では， 両者の見解が異なる場合も考えられる）はずであ
る。
この場合に，もし，取締役が問題の欠陥箇所の訂正を認めない時には，決
算監査士は，この年度決算書に対して限定付監査証明書ないし，意見拒絶証
明書を交付することとなろう。この場合，決算監査士の上記のような監査証
明書の添付に拘らず，法的には，当該年度決算書の確定を認めるか，認めな
いかは監査役の権限にゆだねられている。しかしながら，フライリンクの立
場からみれば，監査役は統一体としての監督者であるから，この種の年度決
算書については承認を与えるべきではなく，したがって，年度決算書は確定
されないこととなるのが一貫した論理であり，このことをフライリンクは主
(44) 
張している。
も少し詳しく繰返すならば， ドイツの株式法の規定によれば限定付もしく
は意見拒絶の監査証明書が付された年度決算書であっても，決算監査士の監
査が実施されたことによって確認をうけることができるのである。しかし，
このような法の定めにも拘らず，フライリンクの立論からすれば，限定事項
の生じている年度決算書については，法的効果を生じない，いいかえれば，
監査役が承認を与えない処置を採ることが望ましいとする。すなわち，決算
監査士により監査された決算書であっても，監査役が承認を与えない限り，
決算書は確定することがない。これがドイツ株式法監査制度の主旨であるは
ずだと考えている。
(44) Freiling, Claus, a. a. 0., S. 715. 
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わが国の商法においては， 決算書類の承認は株主総会にゆだねられてお
り，監査役において決算書類を確定するといった制度になっていないことか
らすれば， 日本の監査役に比べて， ドイツの監査役の権限は極度に強く，そ
の役割は重要であるといわねばならない。このように，監査役の権限が強い
ということも一つの論拠となって， ドイツにあっては，監査役監査と決算監
査士監査とが，互いに相まちその部分を形成しあって一つの監督統一体とし
ての形態を生みだしている，といった理論形成が可能となったのであろう。
（終）
